
刊行にあたって

　本書は，銀行業務検定試験「年金アドバイザー３級」（CBT方式を含む）の受験
参考書として刊行されたものです。過去の試験問題については『年金アドバイザー
３級問題解説集』（銀行業務検定協会編）に収録されておりますが，本書は試験問題
を解くための必要知識について要点を解説し，試験合格に向けてのサポート役とし
て活用していただくことを第一義に編集しています。
　公的年金は老後の収入の柱となるものであるため，本格的な少子高齢社会を迎え
たわが国の国民の関心はますます高まり，シルバーステージにとって重要なものと
なっています。
　年金制度は近年数次にわたって大幅な改正が行われ，金融機関では顧客から年金
に関する相談や照会を受ける機会が増えています。これらに適切かつ親身になって
対応することが，個人取引，なかでも特にその重要性が指摘されているシルバー層
との取引推進において大きなポイントとなることは確実です。
　本書は，数次にわたる年金制度の改正点等にも触れてわかりやすく整理し，実務
的・実用的に解説していますので，実務の手引書としても役立つ内容になっていま
す。
　本書を『年金アドバイザー３級問題解説集』と併せて有効に活用し，銀行業務検
定試験「年金アドバイザー３級」に合格され，日常の業務活動により一層邁進され
ることを祈念してやみません。

　2023年６月
経済法令研究会
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本書の利用のしかた

　本書は，銀行業務検定試験「年金アドバイザー３級」受験(CBT方式を含む）の
ための受験参考書です。
　本試験問題は五答択一式50問となっていますが，出題範囲および各問題数は ｢わ
が国の社会保険制度とその仕組み」「年金制度とその仕組み」「年金給付の種類と支
給要件」「企業年金・個人年金の仕組みの要点」「年金請求手続と年金受給者の手続」
「その他｣ の中から，〔基本知識〕が30問，〔技能・応用〕として事例付10事例20問
です。

　本書各編でとりあげる項目（テーマ）は，過去の試験問題で出題され，その頻度
の高いものを精選していますので，必ず一度は目を通し理解するまで読まれること
をおすすめします。
　なお，本書には次の特長を設けています。
　〈巻頭　出題項目一覧〉直近4回試験の出題テーマを一覧にしています。
　〈本文　直近4回試険の出題頻度〉	直近の出題傾向を5つ星で表しています。頻度

が高いものほど★マークが多くなっています。
　〈本文　学習のポイント（吹き出し）〉	要点整理や理解を深めるためのポイントを

記載しています。
　〈本文　理解度チェック〉	本文の内容の理解度をはかるために設けています。問題

を解きながら要点を押さえましょう。
　〈側注　関連過去問題〉	銀行業務検定試験で過去に実際に出題され，本文に関連す

る問題の出題年と問題番号を掲載しています。
　〈側注　重要用語〉	本文を理解するうえで押さえておきたい用語をピックアップし

て，一部には解説を加えているものもあります。
　〈側注　補足〉	本文の説明を補足する内容またはポイント等をまとめています。主

に理解を深めるために役立つものを扱っています。
　〈側注　参照〉	その箇所が他の編にも関連している場合に，参照として付記してい

ます。また，本文の参考となる文献や出典についても付記していま
す。

　〈側注　注意〉とくに留意すべき点をまとめています。
　〈巻末　重要用語索引〉重要用語（上記参照）を索引で引くことができます。

　本書を読まれ内容につき理解されましたら，過去の試験問題にチャレンジしてみ
ましょう。そのためには，別に刊行されている『年金アドバイザー３級問題解説集』
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（銀行業務検定協会編）を利用されることをおすすめします。実際の問題を解いてみ
て，誤ったところは再度本書で確かめてください。その繰返しの学習により理解は
一層深まるでしょう。
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年金アドバイザー3級出題範囲

▶ わが国の社会保険制度とその仕組み 
１　一般関連知識（公的年金制度に関わる事項）
　	①わが国の人口動向（平均寿命や65歳の平均余命，合計特殊出生率，高齢化率
等），②高齢者世帯の状況（所得等），③公的年金の現況（社会保障給付費や公
的年金の積立金等)　等
２　社会保険制度の概要等
　	①公的年金制度の概要および沿革，②医療保険制度・介護保険制度，③最近の
年金法改正の内容　等

▶ 年金制度とその仕組み	 	
１　国民年金
　	①被保険者，②資格の取得・喪失と被保険者期間，③保険料（保険料免除制度
と学生納付特例制度および追納制度等)　等
２　厚生年金保険
　	①適用事業所，②被保険者，③資格の取得・喪失，被保険者期間，④保険料
（率），⑤標準報酬月額・標準賞与額，⑥総報酬制，⑦育児休業・産前産後休業
期間中の保険料免除，⑧被用者年金制度の一元化　等

▶ 年金給付の種類と支給要件	 	
１　年金の通則事項
　	①国民年金・厚生年金保険の年金給付，②年金額の改定（マクロ経済スライド
等），③公的年金の給付（支払期間や支払期月を含む），④年金の支給停止と受
給権の消滅　等
２　老齢基礎年金・付加年金
　	①受給資格期間と支給開始年齢，②保険料納付済期間・保険料免除期間，③合
算対象期間，④年金額（計算），⑤繰上げ・繰下げ支給，⑥振替加算　等
３　老齢厚生年金
　	①特別支給の老齢厚生年金，②年金額（計算・算式），③加給年金額，④支給開
始年齢の引上げ，⑤在職老齢年金，⑥繰下げ支給，⑦老齢基礎年金の一部・全
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部繰上げ，⑧経過的な繰上げ支給の老齢厚生年金，⑨65歳からの老齢厚生年
金・経過的加算の額　等
４　障害基礎年金・障害厚生年金・障害手当金
　	①受給要件，②保険料納付要件，③年金額（計算・算式），④加給年金額と子の
加算額　等
５　遺族基礎年金・遺族厚生年金
　	①受給要件，②保険料納付要件，③遺族の範囲，④年金額（計算・算式）・子の
加算額，⑤中高齢寡婦加算と経過的寡婦加算　等
６　年金給付の併給調整等
　	①年金（給付）の併給調整，②雇用保険の失業給付（基本手当，高年齢求職者
給付金）・高年齢雇用継続給付および年金との併給調整，③退職後の医療保険制
度（協会けんぽ，国民健康保険，任意継続被保険者等)　等
７　その他の給付
　	①国民年金の寡婦年金・死亡一時金，②短期在留外国人に対する脱退一時金，
③未支給年金，④年金生活者支援給付金　等

▶ 企業年金・個人年金の仕組みの要点	 	
　	①国民年金基金，②厚生年金基金，③確定給付企業年金，④確定拠出年金，
　⑤個人年金保険　等

▶ 年金請求手続と年金受給者の手続	 	
　	①年金請求手続と添付書類・提出時期・提出先，②年金受給権者　受取機関変
更届，③65歳到達時の年金請求（諸変更裁定請求・ハガキ形式)　等

▶ その他	 	
　	①年金の税制（社会保険料控除，雑所得の金額，税額計算等），②公的年金等の
扶養親族等申告書，③退職一時金にかかる退職所得金額（計算），退職所得控除
額（計算），④ねんきん定期便，⑤ねんきんネット，⑥最近の年金法等の改正
等，⑦社会保障協定，⑧離婚時の厚生年金の分割制度　等

9出題範囲



●過去４回の出題項目	 	 	 	
分　野 出題項目 2023年３月�

（第154回）
2022年10月�
（第153回）

2022年３月�
（第151回）

2021年10月�
（第150回）

公
的
年
金
制
度
と
そ
の
仕
組
み

一般関連知識

わが国の最近の人口動向等 ○ ○ ○ ○
わが国の公的年金制度の現況 ○ ○
わが国の公的年金制度の沿革 ○ ○
医療保険制度等 ○ ○ ○ ○

国民年金
国民年金の被保険者 ○ ○ ○ ○
国民年金の第１号被保険者の保険料 ○ ○ ○ ○
国民年金の保険料免除制度 ○ ○ ○ ○

厚生年金保険
厚生年金保険の被保険者 ○ ○ ○ ○
厚生年金保険の標準報酬月額・標準賞与額 ○ ○ ○ ○
厚生年金保険等の保険料（率） ○ ○ ○ ○

公
的
年
金
給
付
の
種
類
と
支
給
要
件

保険給付の概要
公的年金の被保険者の資格の取得・喪失・被保険者
期間 ○ ○ ○ ○

公的年金の年金額改定の対象 ○ ○

老齢給付

老齢基礎年金 ○ ○ ○ ○
老齢基礎年金の合算対象期間（等） ○ ○
老齢基礎年金の振替加算 ○ ○ ○ ○
老齢厚生年金の加給年金額 ○ ○ ○ ○
特別支給の老齢厚生年金 ○ ○ ○ ○
65 歳未満の在職老齢年金 ○ ○
65 歳以上の在職老齢年金 ○ ○

障害給付
障害基礎年金 ○ ○ ○ ○
障害厚生年金 ○ ○ ○ ○

遺族給付

遺族基礎年金 ○ ○ ○ ○
遺族厚生年金 ○ ○ ○ ○
遺族厚生年金の中高齢寡婦加算 ○ ○ ○ ○
寡婦年金と死亡一時金 ○ ○ ○ ○

併給調整

年金給付の併給調整 ○
公的年金と他の制度との支給調整 ○ ○ ○
雇用保険からの給付・給付金と老齢厚生年金との併
給調整等 ○ ○

そ
の
他
の
年
金

企業年金
個人型確定拠出年金 ○ ○ ○ ○
確定給付企業年金 ○ ○ ○ ○

年金の税制 年金の税制 ○ ○ ○ ○

その他

年金生活者支援給付金 ○ ○ ○ ○
ねんきん定期便・ねんきんネット（等） ○ ○ ○ ○
社会保障協定と脱退一時金 ○ ○ ○ ○
最近の年金法改正 ○
年金制度改正 ○
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分　野 出題項目 2023年３月�
（第154回）

2022年10月�
（第153回）

2022年３月�
（第151回）

2021年10月�
（第150回）

年
金
受
給
の
た
め
の
手
続
・
ア
ド
バ
イ
ス
等

老齢給付

老齢給付 ○ ○ ○ ○
老齢基礎年金の受給資格期間 ○ ○ ○ ○
老齢基礎年金の年金額 ○ ○ ○ ○
繰上げ支給の老齢基礎年金の年金額計算 ○ ○
国民年金保険料の追納および老齢給付等 ○ ○ ○
経過的な繰上げ支給の老齢厚生年金 ○ ○ ○ ○
繰上げ支給の老齢基礎年金の年金額計算 ○
経過的な繰上げ支給の老齢厚生年金の年金額計算 ○
老齢給付の繰下げ ○
特別支給の老齢厚生年金の年金額 ○
老齢厚生年金の年金額の計算 ○ ○ ○
老齢厚生年金に加算される経過的加算 ○ ○ ○ ○
在職老齢年金 ○ ○
65 歳以後の在職老齢年金 ○ ○

併給調整 高年齢雇用継続給付および在職老齢年金との併給調
整 ○ ○

障害給付
障害給付 ○ ○ ○ ○
障害基礎年金の年金額 ○ ○ ○ ○

遺族給付
国民年金の遺族給付 ○ ○ ○ ○
遺族厚生年金 ○ ○ ○ ○

医療保険 健康保険の任意継続被保険者 ○ ○ ○ ○
その他 高年齢求職者給付金 ○ ○

年金等と税金
公的年金等にかかる雑所得の金額 ○ ○
年金から源泉徴収される所得税 ○ ○
課税対象となる退職所得金額 ○ ○ ○ ○

変更等諸届出書作成
上のアドバイス

年金請求手続 ○ ○ ○ ○
65 歳到達時の年金請求書 ○ ○ ○ ○
年金受給権者　受取機関変更届 ○ ○ ○ ○
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〈参考〉� �
年金法等法令改正の動向について

　本書は，令和５年４月１日時点での年金制度の内容にもとづいて解説しています
ので，今後の法令改正等にご留意ください。
　令和5年度の年金額は，新規裁定者はプラス2.2％，既裁定者はプラス1.9％の改
定となりました。

改定による年金額
 （単位：円）

令和 4
年度

令和５年度（新規裁定者）
67歳以下

令和５年度（既裁定者）
68歳以上

老齢基礎年金 777,800 795,000 792,600
配偶者加給年金額
（昭和18年4月2日生まれ～） 388,900 397,500 397,500

加給年金額（第１子，第２子） 223,800 228,700 228,700
加給年金額（第３子以降） 74,600 76,200 76,200
障害基礎年金２級 777,800 795,000 792,600
障害基礎年金１級 972,250 993,750 990,750
遺族基礎年金（子１人） 1,001,600 1,023,700 1,021,300
中高齢寡婦加算 583,400 596,300 596,300
　※（参考）老齢基礎年金額（令和 5年度，新規裁定者）=780,900 円（注1）× 1.018（注2）

≒ 795,000 円
　　　　　　老齢基礎年金額（令和 5年度，既裁定者）＝ 780,900 円（注1）× 1.015（注2）

≒ 792,600 円
　（注 1）　平成 16年改正後の規定に定める額
　（注 2）　令和 5年度の政令で定める改定率
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年金額の改定ルール

　年金額の改定は、名目手取り賃金変動率が物価変動率を上回る場合、新規裁
定者（67歳以下の方）の年金額は名目手取り賃金変動率を、既裁定者（68	歳
以上の方）の年金額は物価変動率を用いて改定することが法律で定められてい
ます。
　このため、令和５年度の年金額は、新規裁定者は名目手取り賃金変動率（2.8
％）を、既裁定者は物価変動率（2.5％）を用いて改定します。
　また、令和５年度のマクロ経済スライドによる調整（▲0.3％）と、令和３
年度・令和４年度のマクロ経済スライドの未調整分による調整（▲0.3％）が
行われます。
　よって、令和５年度の年金額の改定率は、新規裁定者は2.2％、既裁定者は
1.9％となります。
■参考：令和５年度の参考指標
・物価変動率	 ：2.5％
・名目手取り賃金変動率※１	 ：2.8％
・マクロ経済スライドによるスライド調整率※２	 ：▲0.3％
・前年度までのマクロ経済スライドの未調整分※３	 ：▲0.3％
※１	　「名目手取り賃金変動率」とは、２年度前から４年度前までの３年度平均
の実質賃金変動率に前年の物価変動率と３年度前の可処分所得割合変化率
（0.0％）を乗じたものです。

◆名目手取り賃金変動率（2.8％）
　＝　実質賃金変動率　＋　物価変動率　＋　可処分所得割合変化率
	 （0.3％）	 （2.5％）	 （0.0％）
	（令和元～３年度の平均）	（令和４年の値）	 （令和２年度の値）
※２	　「マクロ経済スライド」とは、公的年金被保険者の変動と平均余命の伸び
に基づいて、スライド調整率を設定し、その分を賃金と物価の変動がプラ

13〈参考〉年金法等法令改正の動向について



スとなる場合に改定率から控除するもので、この仕組みは、平成16年の年
金制度改正により導入されました。

　　	　マクロ経済スライドによる調整を計画的に実施することは、将来世代の
年金の給付水準を確保することにつながります。

◆マクロ経済スライドによるスライド調整率（▲0.3％）
　＝　公的年金被保険者総数の変動率　＋　平均余命の伸び率
	 （0.0％）	 （▲0.3％）
	 （令和元～３年度の平均）	 （定率）
※３	　「マクロ経済スライドの未調整分」とは、マクロ経済スライドによって前
年度よりも年金の名目額を下げないという措置は維持した上で、調整しき
れずに翌年度以降に繰り越された未調整分を指します。

　　	　未調整分を翌年度以降に繰り越して調整する仕組みは、平成28年の年金
制度改正により導入されたもので、現在の高齢世代に配慮しつつ、マクロ
経済スライドによる調整を将来世代に先送りせず、できる限り早期に調整
することにより、将来世代の年金の給付水準を確保することにつながりま
す。

◆前年度までのマクロ経済スライドの未調整分（▲0.3％）
　＝▲0.1％（令和３年度のマクロ経済スライドによるスライド調整率の繰り越し分）
	 ＋
　　▲0.2％（令和４年度のマクロ経済スライドによるスライド調整率の繰り越し分）

（資料）厚生労働省（令和５年１月）
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　本書において，次の法令等については，適宜，簡略語を用いていま
す。
　・国民年金法　→　国年法
　・厚生年金保険法　→　厚年法
　・国家公務員共済組合法　→　国公共済法
　・地方公務員等共済組合法　→　地公共済法
　・私立学校教職員共済法　→　私学共済法
　・農林漁業団体職員共済組合法　→　農林共済法
　・確定拠出年金法　→　確年法
　・�国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関す
る政令（昭和 61 年政令第 54 号）　→　国年法経過措置政令（61）

� 厚年法経過措置政令（61）
　・�国民年金法等の一部を改正する法律の施行に伴う経過措置に関す
る政令（平成６年政令第 348 号）　→　国年法６年経過措置政令

� 厚年法６年経過措置政令�
　・昭和 60 年法律第 34 号附則　→　国年法附則（60）
� 厚年法附則（60）
　・平成６年法律第 95 号附則� →　国年法附則（平 6）
� 厚年法附則（平 6）
　・国民年金法等による年金の額の改定に関する政令　→
� 年金額改定令
　・国民年金法施行令　→　国年法施行令
　・厚生年金保険法施行令　→　厚年法施行令
　・国民年金法施行規則　→　国年法施行規則
　・厚生年金保険法施行規則　→　厚年法施行規則

⃝凡　例⃝
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高 齢 化

 ▶ 1．高齢化率
　日本の高齢化は，他の主要国に比べてスピードが極めて速い。
日本の高齢化率は，昭和45年は7.1％であったが，「令和４年版高
齢社会白書」（内閣府）によると，令和３年の高齢化率は，28.9
％である。
　「日本の将来推計人口」の令和5年推計（国立社会保障・人口問
題研究所，令和5年４月公表）によると，高齢化率は今後も増加
し続け，2038年には33.9％となり，人口の約3人に1人が高齢者
となることが予測されている。さらに，2070年には38.7％に達
し，人口の約2.6人に1人が65歳以上という比率になり，世界で
最も高齢化が進んだ国になると予測されている。
　なお，令和5年推計では，日本の総人口が2070年に8,700万人
（2020年時点の69.0％）となると予測されている。

 ▶ 2．平均寿命
　急速な高齢化の要因は，出生率の低下と平均寿命の伸びによる
ものといわれている。日本の平均寿命は，「令和３年簡易生命表」
（厚生労働省）によると，男性81.47年，女性87.57年であり（男
女差6.10年），前年より男女ともに下回った。

1関連過去問題
2023年 ３月

　問１
2022年 10月

　問１
2022年 ３月

　問１
2021年 10月

　問１

高齢化率
総人口に占める
65歳以上の人
の割合
平均寿命
０歳時の平均余
命
簡易生命表
毎年の死亡状況
が今後も変わら
ないと仮定して，
年齢ごとの死亡
率や平均余命な
どの指標によっ
て表示したもの。

重要用語

補足
国別の平均寿命
では，日本は男
女とも世界でトッ
プクラスである。
また，女性の平
均寿命は平成
14年に初めて
85年を超えた。

直近4回試験の出題頻度 ★★★★★

日本の人口動向と人口構
造の変化1
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少 子 化

　合計特殊出生率は，晩婚化や非婚化が進んだことから低下を続
け，「令和３年人口動態統計（確定数）」（厚生労働省，令和４年９
月公表）によると，令和３年は1.30であり，人口の置換水準の約
2.07を大きく下回っている。
　日本の年金制度は，現役世代が年金受給世代を支える「世代間
扶養」の仕組みとなっている。年金受給者が増加し少子化により
現役世代が減少すると，現役世代の保険料負担が重くなっていく。
そのため，将来世代の負担を過重なものとしないよう，年金制度
の見直しが行われている。

高齢者世帯の所得

　「2021年国民生活基礎調査」（厚生労働省，令和４年９月公表）
によると，令和２年の高齢者世帯の１世帯当たり平均所得金額は，
332万9,000円であり，そのうち「公的年金・恩給」の割合が207
万4,000円で，全体の62.3％を占めている（図表1-1-1参照）。

2
合計特殊出生率
女性１人が一生
のうちに出産す
る平均的な子供
の数

重要用語

人口の置換水準
それ以下になる
と人口減少を招
く出生率の水準

重要用語

3

●図表１-１-１　高齢者世帯の所得の種類別１世帯当たり平均所得金額および構成割合
（2021年調査）

稼働所得
71.7 万円
（21.5％）

公的年金・恩給
207.4 万円
（62.3％）

総所得
332.9 万円
（100.0％）

仕送り・企業年金・個
人年金・その他の所得

28.8 万円
（8.7％）

年金以外の社会
保障給付金　　
2.1 万円
（0.6％）

財産所得
22.9 万円
（6.9％）

（資料）　厚生労働省令和４年９月「2021年国民生活基礎調査」をもとに作成
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社会保障給付費

　日本の社会保障給付費は，「令和２年度社会保障費用統計」（国
立社会保障・人口問題研究所，令和４年８月公表）によると，令
和２年度では約132.2兆円に達している。人口の高齢化にともな
い，社会保障給付費のうち，昭和55年を境に医療給付費よりも年
金給付費が上回っている。令和２年度は，医療給付費が42兆
7,193億円（32.3％）に対し年金給付費は55兆6,336億円で，社
会保障給付費の42.1％を占めている（図表1-1-2参照）。

4

社会保障給付費

重要用語

●図表１-１-２　社会保障給付費および構成割合
（令和 2年度）

医療
42.7 兆円
（32.3％）

年金
55.6 兆円
（42.1％）

総計
132.2 兆円
（100.0％）

福祉その他
33.8 兆円
（25.6％）

介護対策
11.4 兆円
（8.6％）

（資料）　国立社会保障・人口問題研究所「令和２年度社会保障費用統計」をもとに作成

最新の統計数値を押さえておきましょう。
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公的年金制度の仕組み

　公的年金制度は，自分や家族が年をとったり，重い障害を負っ
たり，死亡したりなど，予測することができない将来のリスクに
対して，社会全体で備える仕組みのことである。国が管理運営を
して，保険給付を行っており，国民があらかじめ保険料を納める
ことで，必要なときに給付を受け取る「社会保険方式」で運営さ
れている。
　現在の日本の公的年金制度は，「国民皆年金」の特徴をもってお
り，国民すべてが強制加入しなければならない。また，給付と負
担については，「世代間扶養（世代と世代の支え合い）」の考え方
（これを「賦課方式」という）がとられ，現役世代の保険料負担に
より，年金受給世代を支える仕組みになっている。
　公的年金制度の具体的な構造としては，20歳以上60歳未満の
日本に居住するすべての人が加入する国民年金（基礎年金）によ
る「１階部分」と，その上乗せとして会社員や公務員等が加入す
る厚生年金保険による「２階部分」の，いわゆる「２階建て」と
呼ばれる構造となっている（図表1-2-1）。
　なお，公的年金と別に保険料を納め，公的年金に上乗せして給
付を行う企業年金などは，いわば「３階部分」として，国民の自
主的な努力によって高齢期の所得保障を充実させる役割を果たし
ている。

1 関連過去問題
2022年 10月

　問２
2022年 ３月

　問２

社会保険方式

重要用語

国民皆年金

重要用語

賦課方式

重要用語

直近4回試験の出題頻度 ★★★★☆

公的年金制度の仕組みと
現況2
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公的年金の被保険者の種類

　国民年金（１階部分）は，前述のとおり日本国内に住む20歳以
上60歳未満の人全員が強制加入し，被保険者となるが，働き方に
応じて，第１号被保険者（自営業者・農業従事者・学生など），第
２号被保険者（会社員・公務員・私学教職員など），第３号被保険
者（専業主婦など）のいずれかに区分される。
　厚生年金保険（２階部分）は，会社や国・自治体，学校等で働
く人が原則として加入する。また，それらの人は，厚生年金保険
に加入すると同時に，国民年金の第２号被保険者になる。厚生年
金被保険者の種別は，第１号厚生年金被保険者（会社員など），第

2

●図表１-２-１　年金制度の仕組み（一元化後)

34万人

（民間被用者）
4,065万人

930万人 782万人 12万人

471万人

自営業者など 会社員 公務員など第 2号被保険者の
被扶養配偶者

第 1号被保険者

公的年金の被保険者
6,729万人（注 2）

第 2号被保険者等第 3号被保険者

1,431 万人（注 3） 4,535 万人（注 2）763 万人

（数値は令和 4年 3月末現在）
※確定拠出年金（個人型）iDeCo 合計 239万人

確定拠出年金
（個人型）
iDeCo

確定拠出年金（個人型）iDeCo

iDeCo（
個
人
型
）

確
定
拠
出
年
金

３
階
部
分

２
階
部
分

１
階
部
分

確定拠出
年金

（企業型）

確定給付
企業年金

73万人
付加年金

厚生年金
基金

退職等
     年金給付（注1）

厚生年金保険（第 1号） （注1）
（公務員など）
（第2～4号）（代行部分）

国 民 年 金（基 礎 年 金）

国
民
年
金

基
金

（注1）被用者年金制度の一元化にともない，平成27年 10月 1日から公務員および私学教職員
　　　  も厚生年金保険に加入。また，共済年金の職域加算部分は廃止され，新たに退職等年金給
　　　  付が創設。ただし，平成27年9月30日までの共済年金に加入していた期間分については，
　　　  平成 27年 10月以降においても，加入期間に応じた職域加算部分を支給。　
（注 2）国民年金の第2号被保険者等とは，厚生年金被保険者のことをいう（国民年金の第2号被
　　　  保険者のほか，65歳以上で老齢，または，退職を支給事由とする年金給付の受給権を有
　　　  する者を含む）。
（注3）第1号被保険者には，任意加入被保険者を含む。
（資料）厚生労働省，企業年金連合会等
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２号厚生年金被保険者（国家公務員など），第３号厚生年金被保険
者（地方公務員など），第４号厚生年金被保険者（私学教職員な
ど）のいずれかに区分される。また，厚生年金保険の実施機関は，
次のとおりとなっている（平成27年10月改正）。
　第１号厚生年金被保険者：厚生労働大臣（日本年金機構)
　第２号厚生年金被保険者：国家公務員共済組合・連合会
　第３号厚生年金被保険者：地方公務員共済組合等
　第４号厚生年金被保険者：日本私立学校振興・共済事業団

公的年金の加入者数

　現在の公的年金加入者数は，「令和３年度厚生年金保険・国民年
金事業の概況」（厚生労働省，令和４年12月公表）によると，令
和３年度末時点で6,729万人である。そのうち，第１号被保険者
数が1,431万人，第２号被保険者（厚生年金保険第１〜４号）が
4,535万人，第３号被保険者数が763万人となっている。第２号
被保険者数が最も多く，第１号被保険者数と第３号被保険者数の
合計よりも多い。

公的年金の受給者数

　公的年金の受給者数は年々増加しており，「令和３年度厚生年金
保険・国民年金事業の概況」（厚生労働省，令和４年12月公表）
によると，実受給権者数（重複を除いた何らかの公的年金の受給
権を有する者の数）は，令和３年度末では4,023万人である。ま
た，厚生年金保険（第１号）の老齢年金の受給者の平均年金月額
は150,548円（基礎または定額あり）となっている。

国民年金保険料の納付率

　国民年金の保険料の納付率は，「令和３年度の国民年金の加入・

3

4

5
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保険料納付状況」（厚生労働省，令和４年６月公表）によると，令
和３年度（現年度分）は，73.9%である。
　また，推移をみると，ここ数年は上昇傾向にあることがわかる。

国民年金と厚生年金保険の積立金

　公的年金制度の運営においては，年金財政の安全かつ効率的な
運用を行うために，保険料のうち年金の支払い等に充てられなか
ったものを積み立てる年金積立金の制度がとられている。
　国民年金と第１号厚生年金（旧厚生年金）の積立金は，GPIF
（年金積立金管理運用独立行政法人）が管理・運用を行っている。
　令和３年度末の国民年金と厚生年金保険（第１号〜第４号）の
積立金の合計額（時価ベース）は，241.1兆円（うち国民年金と
第１号厚生年金の合計額は204.6兆円）となっている。

補足
厚生年金保険な
どを合わせた公
的年金加入者全
体（保険料を免
除・猶予されて
いる人を含む）の
割合でみると，約
98％の人が保
険料を納付して
いる。

6

GPIF（年金積立
金管理運用独立
行政法人）

重要用語

統計数値の増加・減少の傾向についても押さえ

ておくとよいでしょう。
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　公的年金において，１つの制度が創設・実施されると，その仕
組みは長く続いていくものであり，過去の制度改正が現在にも影
響を与えているケースも少なくない。被保険者の受給資格期間や
年金額等を計算する場合においても，制度の沿革を押さえておく

関連過去問題
2023年 ３月

　問２
2021年 10月

　問２

直近4回試験の出題頻度 ★☆☆☆☆

公的年金制度の沿革3

●図表１-３-１　公的年金制度の変遷

大正
12年

大正
13年

恩　給（注）

官業共済組合等

国家公務員共済組合

国家公務員共済組合

昭23年7月

昭31年7月

昭59年4月

（国鉄, 専売, 電々）

昭30年1月

昭37年12月

昭29年1月

昭28年4月

昭19年10月

昭15年6月
昭61年4月

平9年4月

平14年4月

平27年10月

昭36年4月

昭34年11月

昭17年6月
男子労働者

昭34年1月

福祉年金（無拠出）

昭34年10月 国家公務員共済組合 国家公務員等共済組合

公共企業体職員等共済組合

市町村職員共済組合

地方公務員等共済組合

私立学校教職員（任意包括）

日本私立学校振興･共済事業団私立学校教職員共済組合

農林漁業団体職員共済組合

農林漁業団体職員

女子及び一般職員

労働者年金保険

条例恩給及び準用恩給

（財）私立中等学校恩給財団
私学
恩給
財団

厚生年金保険

船員保険

国民年金（拠出制）

旧公共企業体共済組合（JR,
JT, NTT）

被

用

者

年

金

制

度

間

の

負

担

調

整

措

置

基

　
　礎

　
　年

　
　金

　
　導

　
　入

公

務

員

等

被

　
　
　用

　
　
　者

民

間

被

用

者

船
員

自
営
業
者
等

15昭和 1719 23 29 3130 59 61平成2 14 2796034 37

（注）明治8年に海軍退隠令，同9年陸軍恩給令，同17年に官史恩給令が公布され，これが明治
　　 23年，軍人恩給法，官史恩給法に集成され，これが大正12年恩給法に統一された。
（資料）厚生労働省
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ことは不可欠である。
　日本の公的年金制度は，明治時代の軍人恩給制度から始まった。
その後，昭和15年に船員保険制度，昭和17年に男子工場労働者
等を対象とした「労働者年金保険制度」が実施され，民間の労働
者にも年金制度が適用されるようになった。労働者年金保険は，
昭和19年には事務系職員と女性にも適用が拡大され，名称も「厚
生年金保険」に改称された（図表1-3-1参照）。

国民皆年金の実現

　昭和30年代には，医療の国民皆保険の制度づくりと対応して国
民皆年金の実現が強く要望されるようになり，自営業者等を対象
とした国民年金法（無拠出制の福祉年金）が昭和34年に制定され
た。さらに，昭和36年４月からは拠出制国民年金がスタートし，
国民皆年金が実現した。この昭和36年４月からの拠出制国民年金
により，すべての国民は何らかの公的年金制度の適用を受けるよ
うになったのである。

物価スライド制の導入

　昭和48年改正では，長年の懸案事項であった物価を指標とする
スライド制が実現された。この「物価スライド制」は，公的年金
の実質的価値を維持するために，全国消費者物価指数が５％を超
えて変動した場合に年金額が改定されるものであった。その後，
平成元年改正により５％条項が撤廃され，平成16年10月からは
マクロ経済スライドが導入されている。

基礎年金制度の導入

　昭和60年改正では，公的年金制度共通の「基礎年金」が導入さ
れた。それまで公的年金は，対象者の職域の違いなどから３種８

1

2

3
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